
一関市告示第 91 号 

 高齢者安全運転支援装置設置費補助金交付要綱を次のように定め、令和８年４月１日か

ら施行する。 

  令和８年３月 27 日 

一関市長 佐 藤 善 仁       

一関市高齢者安全運転支援装置導入促進費補助金交付要綱 

(目的) 

第１ 高齢運転者の交通事故の防止及び事故時の被害軽減に資するため、自動車への後付

け安全運転支援装置の設置又は安全運転サポート車の購入に要する経費に対し、予算

の範囲内で、一関市補助金交付規則（平成17年一関市規則第52号。以下「規則」とい

う。）及びこの告示により補助金を交付する。 

(定義) 

第２ この告示において次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 後付け安全運転支援装置 後付安全運転支援装置の性能認定実施要領(令和２年国

土交通省告示第479号)第３条の規定による認定を受けたペダル踏み間違い急発進等抑

制装置をいう。 

(2) 自動車 道路運送車両法(昭和26年法律第185号。以下「法」という。)第３条に規

定する普通自動車、小型自動車又は軽自動車であって、自動車検査証の自家用又は事業

用の別(道路運送車両法施行規則(昭和26年運輸省令第74号)第35条の３第11号に規定す

る事項をいう。)が自家用であるものをいう。 

(3) 安全運転サポート車 通義のすべてを搭載した自動車をいう。 

 ア 衝突被害軽減ブレーキ 

 イ ペダル踏み間違い急発進抑制装置 

 ウ 車線逸脱警報装置 

 エ 先進ライト 

(4) 自動車販売事業者 自動車の販売を業として行う法人等をいう。 



(補助金の交付対象者) 

第３ 補助金の交付の対象となる者（以下「交付対象者」）は、市内に居住し、次に掲げ

る要件をすべて満たす者とする。 

⑴  65歳以上である者（申請年度内に65歳に達する者を含む。） 

⑵  自らが使用する自動車に後付け安全運転支援装置を設置した者又は自らが使用す

る安全運転サポート車を自動車販売事業者から購入した者 

⑶  申請日時点で有効期限が満了していない自動車運転免許証を保有している者 

⑷  市税等を滞納していない者  

(補助金の対象経費及び補助額) 

第４ 補助金の対象経費及びこれに対する補助額は、次のとおりとする。 

補助金の対象経費 補助額 

後付け安全運転支援装置

の設置に要した経費 

補助金の対象経費（交付対象者１人につき、後付け安全運転

支援装置１台に限る。）の２分の１に相当する額以内の額（そ

の額に1,000円未満の端数が生じたときは、これを切り捨て

た額）とする。ただし、設置した後付け安全運転支援装置が

障害物検知機能付きのものにあっては40,000円、その他のも

のにあっては20,000円を限度とする。

安全運転サポート車の購

入に要した経費 

40,000円 

２ 補助金の交付は、同一の交付対象者につき１回限りとする。 

(補助金の交付申請) 

第６ 補助金の交付を受けようとする者は、高齢者安全運転支援装置導入促進費補助金交

付申請書兼請求書（様式第１号。以下「申請書兼請求書」という。）に次の表の左欄に

掲げる区分に応じ、同表の右欄に掲げる書類を添えて、購入した日の属する年度の末日

までに、市長に提出しなければならない。 



区分 交付申請時添付書類 

後付け安全運転支

援装置の設置 

(1) 後付け安全運転支援装置を装着した自動車の自動車検査証の

写し 

(2) 申請者の自動車運転免許証の写し 

(3) 後付け安全運転支援装置の設置に要した経費が確認できる領

収書の写し 

(4) 高齢者安全運転支援装置導入促進費補助金誓約書（様式第２

号） 

(5) その他市長が必要と認める書類 

安全運転サポート

車の購入 

(1) 購入した安全運転サポート車の自動車検査証の写し 

(2) 申請者の自動車運転免許証の写し 

(3) 安全運転サポ－ト車の購入に要した経費が確認できる領収書

の写し 

(4) 高齢者安全運転支援装置導入促進費補助金誓約書（様式第２

号） 

(5) 安全運転サポート車販売証明書（様式第３号） 

(6) その他市長が必要と認める書類 








